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    第２次計画の減量化目標は，平成２２年度を目標年度として，一般廃棄物（ごみ）

及び産業廃棄物の排出量，再生利用量及び最終処分量に係る減量化目標を定めており，

平成２０年度の実績を基に達成状況の評価を行いました。 

 

 １ 一般廃棄物（ごみ） 

 （１）排出量 

    平成２０年度は９５.３万トンであり，既に計画目標９６.０万トンを達成していま

す。減少要因としては，生活系ごみでは，ごみの指定袋制度１やごみ処理の有料化など

の経済的手法に加え，出前講座，説明会，イベント等による住民の意識向上によるも

のが考えられます。また，事業系ごみでは，ごみ処理の有料化などが考えられます。 
 （２）再生利用量 

    平成２０年度は２０.４万トンであり，計画目標２４.０万トンの達成は困難な状況

にあります。容器包装リサイクル法による取組の拡大や，新たな手法（焼却灰のセメ

ント原料化等）の導入などにより取組は進んでいますが，達成困難な主な要因として

は，市町の回収統計量に反映されない別ルートでの資源化（集団回収，持ち去り行為

等）などが考えられます。 
 （３）最終処分量 

 平成２０年度は１１.０万トンであり，既に計画目標１３.０万トンを達成していま

す。減少要因として，人口減少に伴う排出量の減少や中間処理量の増加に伴う埋立量

の減少が考えられます。 
 

   第６表 第２次計画の減量化目標（一般廃棄物（ごみ）） 

平成１７年度 

実  績 

平成２０年度 

実  績 

平成２２年度 

計画目標 
区 分 

 
排 出 量 に

占める割合
 

排 出 量 に

占める割合

計 画 

目標比 
 

排 出 量 に

占める割合

排 出 量 106.6 ― 95.3 ― △0.7％ 96.0 ― 

再生利用量 21.4 20.1％ 20.4 21.4％ ▲15.0％ 24.0 25.0％

最終処分量 15.9 14.9％ 11.0 11.5％ △15.4％ 13.0 13.5％

  （注）△：計画目標値に比べて少ない(目標を達成している) 

      ▲：計画目標値を超えている(目標を達成していない) 

 

 

１ 指定袋制度：市町が，ごみの排出抑制，分別徹底などを目的として，手数料を上乗せせずに販売される一定の規格を有する

ごみ袋の使用を排出者に依頼するごみ収集手法のひとつ。 
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 ２ 産業廃棄物 

 （１）排出量 

    平成２０年度は１,３９６万トンと，計画目標１,４５３万トンを既に達成しています。 

    しかしながら，県内への産業の集積及び今後の経済活動の動向を踏まえた場合，更

に廃棄物の増加が見込まれるため，引き続き，排出削減に取り組む必要があります。 

 （２）再生利用量 

    平成２０年度は１，００１万トンと，計画目標１，００１万トンを既に達成してお

り，再生利用率で見ても７１.７％と，計画目標６８.９％を上回っています。 

    再生利用率が目標値を上回った要因としては，鉱さい，ばいじん，汚泥のセメント

原料化やがれき類の資源化が進んできたことが上げられます。 

 （３）最終処分量 

    平成２０年度は５３万トンと，計画目標４７万トンを達成していません。 

これは，再生利用率が上昇したものの，鉄鋼業の生産量の増加に伴った鉱さいの排

出量の増加が影響したものと考えられます。 

    今後は，引き続き，再生利用率の向上を図るなど，最終処分量の削減対策に取り組

む必要があります。 

 

       第７表 第２次計画の減量化目標（産業廃棄物） 

平成１７年度 

実  績 

平成２０年度 

実  績 

平成２２年度 

計画目標 
区 分 

 
排 出 量 に

占める割合
 

排 出 量 に

占める割合

計 画 

目標比 
 

排 出 量 に

占める割合

排 出 量 1,357 ― 1,396 ―  △3.9％ 1,453 ― 

再生利用量 924 68.1％ 1,001 71.7％ 0.0％ 1,001 68.9％

最終処分量 60 4.4％ 53 3.8％ ▲12.8％ 47 3.2％

（注）△：計画目標値に比べて少ない(目標を達成している) 

        ▲：計画目標値を超えている(目標を達成していない) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位：万トン 
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１ 循環型社会の実現に関する施策 

 （１）リサイクルの推進 

    産業廃棄物埋立税の税収を活用して，産業廃棄物排出抑制・リサイクル関連研究開

発費助成事業，産業廃棄物排出抑制・リサイクル施設整備費助成事業及び循環型社会

形成推進機能強化事業などを実施し，事業化６件（平成１５年度からの累計）の研究

開発実績が得られるとともに，年間１３万５千トン（平成１５年度からの累計）の廃

棄物リサイクルが可能となる施設整備が行われました。 
 （２）エコタウン構想の推進 

    びんごエコタウン構想２に基づいて，「びんごエコ団地」の整備（６区画）や分譲（２

区画）を実施しました。 

    また，引き続き，福山リサイクル発電事業を実施し，可燃ごみからの熱回収などを

広域的・効率的に行うことで，ダイオキシン類・ＣＯ２の削減等環境対策及び資源・エ

ネルギー対策を推進しました。 

 （３）環境意識の向上及び自主的行動の推進 

    広島県環境学習推進実施計画に基づいて，環境学習・環境教育を指導する環境保全

アドバイザー３等の人材養成（平成２１年度末現在：環境保全アドバイザー２９２名）

を行うとともに，環境問題に関する情報の提供等を通じて，環境意識の普及啓発を図

りました。（環境学習講師派遣実績：平成２０年度 ３１回，平成２１年度 ３９回） 

    ひろしま地球環境フォーラム４等の環境保全団体と連携し，事業者・地域・家庭にお

ける３Ｒ推進運動等の自主的な取組や，企業等を対象とした環境マネジメントシステ

ム５導入促進事業（平成２１年度末現在：エコアクション２１６認証取得事業所１１２

事業所）を実施しました。 

（４）環境基本計画等の策定の促進 

   県・市町で設置する「環境行政総合調整会議７」等において，市町による環境基本計

画等の策定への技術的な支援を行い，平成２１年度末現在で県内２３市町のうち１３

の市町で計画が策定されました。 

 

２ びんごエコタウン構想：平成１２年３月に備後地域２２市町村を対象地域として，モデル的に循環型社会システムを形成す

るためのマスタープランとして策定された。同年１２月に当時の通商産業省と厚生省から中国地域では初めてエコタウンプ

ランとして承認された。 

３ 環境保全アドバイザー：地域で行われる環境学習や環境保全活動について，助言・指導を行う人材。県が実施又は認定する

養成講座を修了した者や地球温暖化防止活動推進員のうち，登録を希望する者をアドバイザーとして登録し，地域での活用

を促している。（※県の独自制度で平成６年度から実施） 

４ ひろしま地球環境フォーラム：地球環境保全型社会を目指し，県民・事業者・団体・行政が相互に連携・協働しながら，環

境にやさしい地域づくりを進める環境保全推進組織。 

５ 環境マネジメントシステム：事業者が自主的に環境保全に関する取組を進めるに当たり，環境に関する方針や目標等を自ら

設定し，これらの達成に向けて取り組んでいくことを「環境管理」又は「環境マネジメント」といい，このための工場や事

業場内の体制・手続等を「環境マネジメントシステム」という。 

６ エコアクション２１：中小企業等においても容易に環境配慮の取組を進めることができるよう，平成１６年４月に環境省が

制度化した環境マネジメントシステム，環境パフォーマンス評価及び環境報告をひとつに統合した環境配慮のツール。 

７ 環境行政総合調整会議：県，市町などで構成し，市町の環境行政の諸課題に係る検討及び技術的調整等を行う会議。 

第２節 施策の実績・効果  
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（５）県の率先した取組 

    県自ら「事業者」として，率先的な取組を推進するため，「広島県環境配慮推進要綱」

や「広島県グリーン購入方針」に基づき，公共工事や物品等の購入においてリサイク

ル製品を優先する環境配慮の取組を推進しました。 

 

２ 一般廃棄物に関する施策 

 （１）発生抑制及び減量化 

    ア  生活系ごみの減量化等の推進 

     市町と連携して，ごみ分別排出の徹底や３Ｒ等推進の啓発を実施するとともに，

ごみ排出量の状況やごみ収集有料化の導入状況等について，市町に情報提供を行う

など，ごみの減量化に向けた市町の取組を支援しました。 
 

 第８表 生活系ごみの排出状況 

区分 Ｈ１７ Ｈ２０ 対１７年度比 

生活系ごみ ６６.１万ｔ ６０.８万ｔ ▲８.０％ 

     

 また，平成２１年８月に，消費者団体，事業者，行政で「マイバッグ等の持参と

レジ袋削減推進に関する協定」を締結し，同年１０月から県内でレジ袋の無料配布

を中止しました。（平成 21 年度末現在：協定締結事業者数 26 事業者，約 400 店舗） 

   イ 事業系ごみの減量化等の推進 

     一般廃棄物の排出量の約４割を占める事業系ごみについて，ごみの分別の状況及

び有料化の状況を市町に情報提供するなど，市町の取組を支援しました。 
 

 第９表 事業系ごみの排出状況 

区分 Ｈ１７ Ｈ２０ 対１７年度比 

事業系ごみ ４０.５万ｔ ３４.５万ｔ ▲１４.８％ 

   

 ウ 分別排出の徹底 

ごみの減量化及びその適正処理の取組が円滑に実施できるよう，「市町村におけ

る循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処理システムの指針８（平成１９年６月環境

省）」について市町に情報提供し，市町の取組を支援しました。 

   エ 容器包装リサイクルの推進 

     容器包装リサイクル法に基づき，平成２０年４月を始期とする広島県分別収集促

進計画（第５期）を策定・推進するとともに，法の概要等について県ホームページ

に掲載し，分別排出の必要性を県民へ周知しました。 

 

８ 市町村における循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処理システムの指針：市町が廃棄物の減量その他その適正な処理を確 
保するための取組を円滑に実施できるよう，一般廃棄物の標準的な分別収集区分及び適正な循環的利用や適正処分の考え方 
等を示したもの。 
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   オ ごみ処理の有料化の導入 

     市町に対し「一般廃棄物処理有料化の手引き９（平成１９年６月環境省）」につい

て説明を行うとともに，ごみ処理の有料化に向けた市町の取組を支援しました。 
 

     第１０表 生活系ごみの有料化の状況（可燃ごみ，大型ごみ等の有料化） 

区分 Ｈ１７ Ｈ１８ 

実施市町数 １３ １８ 

実施割合 ５６．５％ ７８．３％ 

  

  カ 市町の一般廃棄物処理コスト分析等の推進 

     一般廃棄物の処理に係る事業コストの分析及び評価を行い，その能率的な運営を

推進するため，市町に対し「一般廃棄物会計基準 10（平成１９年６月環境省）」につ

いて説明するとともに，市町の取組を支援しました。 

 （２）適正処理対策の推進 

    国の「在宅医療廃棄物の処理に関する取組推進のための手引き（平成２０年３月在

宅医療廃棄物の処理のあり方検討会）」について，市町・関係一部事務組合へ周知し，

取組を推進しました。 
    また，市町が漁協と連携して実施する海ごみの回収処理等を支援しました。 
 （３）処理施設の確保 

    既存施設の耐用年数・老朽化の状況などを勘案しながら，市町のごみ処理施設整備

を支援し，焼却施設の新設・更新や灰溶融施設の導入を促進しました。 

    また，廃棄物発電やエネルギー利用技術の導入を通じた未利用エネルギーの利用を

促進しました。 

 （４）生活排水対策（し尿等）の推進 

広島県汚水適正処理構想 11（平成１６年３月改定）に基づいて，公共下水道，農業・

漁業集落排水施設及び合併処理浄化槽の整備を推進することにより，汚水処理人口普

及率は年々上昇しています。（平成２１年度：８１．３％） 

    浄化槽の適正管理推進のため，浄化槽法に基づく保守点検，清掃及び法定検査の実

施について，パンフレットの配布等による啓発を実施しました。 
法定検査（浄化槽法第１１条に基づく定期検査）の受検率については，年々上昇し

ているものの，平成２１年度は４２.７％となっています。平成１８年度に法定検査の

受検率の向上等を図るため，検査体制を複数化（２法人体制）しており，法定検査機

関及び市町と連携して法定検査の促進に取り組みました。 

 

９ 一般廃棄物処理有料化の手引き：市町が一般廃棄物処理の有料化の導入又は見直しを実施する際の手引きとして，有料化の 
仕組み作りや円滑な導入のための手法などを示したもの。 

10 一般廃棄物会計基準：一般廃棄物の処理に関する事業に係るコスト分析方法について，コスト分析の対象となる費目の定義

や共通経費等の配賦方法，減価償却方法など標準的な分析方法を示したもの。 
11 広島県汚水適正処理構想：し尿の水洗化及び生活排水の処理を推進するため，平成８年３月に策定した下水道，浄化槽等の

処理手法の県の最適化計画のこと。 
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                第１１表 浄化槽法定検査機関 

名     称 社団法人広島県環境保全センター 社団法人広島県浄化槽維持管理協会 

公益法人の設立 昭和５６年３月 ４日 平成１８年１２月１８日 

検査機関の指定 昭和６１年３月２７日 平成１９年 ２月２８日 

  

（５）災害廃棄物対策の推進 

    災害時に多量発生する災害廃棄物の処理のために，市町における水害廃棄物処理計

画及び災害廃棄物処理計画の策定支援を行いました。 

 

 ３ 産業廃棄物に関する施策 

 （１）発生抑制及び減量化 

    産業廃棄物の埋立抑制や３Ｒ（発生抑制，再使用，再生利用）の推進を図るため，

平成１５年４月から経済的手法として産業廃棄物埋立税を導入し，その税収を活用し

て「リサイクルの推進」，「廃棄物対策の推進」及び「自主的環境活動の支援」などに

取り組みました。 

 （２）適正処理対策の推進 

    産業廃棄物埋立税の税収を活用して，不法投棄監視体制の強化や産業廃棄物処理業

者の情報公開，市町が実施する地域の廃棄物対策などを支援し，適正処理の徹底に努

めました。 

    また，排出事業者や処理業者への立入検査を実施するとともに，マニフェスト制度

の徹底及び電子マニフェスト 12の普及を促進しました。 

    ダイオキシン類 13 の削減対策として，産業廃棄物焼却施設に係る構造基準・維持管

理基準の遵守を徹底するとともに，恒久基準に適合していない施設については，施設

の改善又は廃止などについて指導しました。 

有害なアスベスト 14廃棄物，ＰＣＢ15廃棄物，感染性廃棄物 16については，立入検査

等により適正な保管及び処理を指導しました。アスベスト廃棄物対策については，環

境モニタリングを実施し，適正な処理の指導を実施するとともに，県内処理体制を整

備するため，民間事業者が実施する無害化処理技術の開発・実証試験の支援に取り組

みました。 
 

12 マニフェスト，電子マニフェスト：マニフェストとは，産業廃棄物の排出事業者が処理業者に処理を委託する際，不法投棄 

の防止や適正処理の確保を目的に交付する産業廃棄物管理票のこと。インターネットを利用した産業廃棄物管理票を電子マ 

ニフェストといい，廃棄物の排出・処理状況を迅速かつ的確に把握することができる。 

13 ダイオキシン類：一般に，ポリ塩化ジベンゾパラジオキシン（ＰＣＤＤ）とポリ塩化ジベンゾフラン（ＰＣＤＦ）をまとめ

てダイオキシン類と呼び，コプラナポリ塩化ビフェニル（コプラナＰＣＢ）のようにダイオキシン類と同様の毒性を示す物

質をダイオキシン類似化合物と呼んでいる。物の燃焼に伴い発生するが，概ね 800℃以上の高温で安定的に燃焼することに

より発生を抑制することができるとされている。 

14 アスベスト：天然に産する繊維状けい酸塩鉱物で石綿（「せきめん」又は「いしわた」）と呼ばれている。石綿自体が直ちに

問題なのではなく，人が吸い込むことにより肺線維症（じん肺），悪性中皮腫の原因になるといわれ，肺がんを起こす可能

性がある。建築物に吹き付けられたもの及びアスベストを含む保湿材の除去作業によって発生した飛散するおそれのある飛

散性アスベスト（廃石綿）とアスベストがセメント，けい酸カルシウムと一体的に成形され建築資材として含有されている

非飛散性アスベスト（石綿含有廃棄物）がある。 

15 ＰＣＢ（Polychlorinated Biphenyl）：環境中で難分解性であり，生物に蓄積しやすく慢性毒性をもつ化学物質。油状の物

質で電気機器の絶縁油などに使われた。 

16 感染性廃棄物：感染性病原体を含むか，そのおそれのある廃棄物のこと。医療機関や研究機関から排出されることが多く廃

棄物処理法上では，特別管理廃棄物とされている。また，在宅医療が普及し，家庭で注射や点滴など医療機関と同様の措置

が行われる事例が多くなっているため，家庭や地域から排出される感染性廃棄物の処理が問題となっている。 
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また，ＰＣＢ廃棄物対策については，事業者に適正な保管を指導するとともに，保

管されているＰＣＢ廃棄物の適正処理を促進するため，平成１３年度から独立行政法

人環境再生保全機構のＰＣＢ廃棄物処理基金 17 に毎年度４千５百万円を拠出していま

す。 

 （３）処理施設の確保 

    産業廃棄物最終処分場を確保するため，広島地域（出島地区）において，公共関与

による新たな最終処分場の整備に取り組んできました。 

 

 ４ 不法投棄防止対策 

   不法投棄監視体制の強化 

   不法投棄の早期発見・早期解決を図る観点から，「不法投棄１１０番・ファックス」を

設置して，県民から不法投棄に関する情報を幅広く収集してきました。 
   平成１５年度に，県環境部に警察官等（２名）で組織する不法投棄対策班を設置（平

成１７年度に２班体制）し，不法投棄監視体制の構築・強化を図りました。また，厚生

環境事務所毎に関係機関，団体が参画した地区不法投棄等防止連絡協議会を設置し，不

法投棄監視体制の強化を図りました。 
   更に，警察本部・海上保安本部等と連携し，陸域・海上・上空からの定期的なパトロ

ールを実施し，不法投棄の早期発見や重大事案の解決に向けた取組を実施しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 ＰＣＢ廃棄物処理基金：国，都道府県からの補助金と産業界等民間からの出えん金で造成される基金で，日本環境安全事業

株式会社（旧環境事業団）のＰＣＢ廃棄物処理事業及び環境大臣が指定した処理事業者に対し，中小企業者等が保管するＰ

ＣＢ廃棄物の処理費用の軽減及びＰＣＢ廃棄物処理の研究・研修等の促進を目的として助成を行っている。 
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 １ 産業廃棄物埋立税の概要 

   産業廃棄物の排出抑制等を図るため，平成１５年４月から５年間の時限措置として産

業廃棄物埋立税制度を導入し，平成２０年４月から５年間延長しました。 

     第１２表 産業廃棄物埋立税制度の概要 

区 分 内      容 

目 的 
 経済的インセンティブによって産業廃棄物の埋立抑制を図るとともに，産業廃棄物の排出抑

制，減量化，リサイクルの推進等を目的とする。 

納税義務者  県内の産業廃棄物の最終処分場へ産業廃棄物を搬入する排出事業者（中間処理業者を含む）

課税対象  県内の最終処分場に，産業廃棄物を搬入する行為 

課税標準  最終処分場に搬入される産業廃棄物の重量とする。 

税  率  １,０００円／トン 

徴収方法  県内最終処分業者による特別徴収方式 

税収使途 
 産業廃棄物の排出抑制，減量化，リサイクルその他産業廃棄物の適正な処理に関する施策に

要する費用に充てる。 

課税期間 
第Ⅰ期：平成１５年４月１日～平成２０年３月３１日 

第Ⅱ期：平成２０年４月１日～平成２５年３月３１日 

課税免除  自社処分（自ら排出する産業廃棄物を自ら有する最終処分場へ搬入するもの） 

概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 税収を活用した積極的な事業展開 

   産業廃棄物埋立税の税収を活用して，「リサイクルの推進」，「廃棄物対策の推進」及び

「自主的環境活動の支援」を進めるための施策を行いました。 
  ○ リサイクルの推進 

    産業廃棄物排出抑制・リサイクル関連研究開発費助成事業，循環型社会形成推進機

能強化事業による研究開発や産業廃棄物排出抑制・リサイクル施設整備費助成事業に

よる施設整備を実施し，事業化６件（平成１５年度からの累計）の研究開発実績や，

年間１３万５千トン（平成１５年度からの累計）の廃棄物リサイクルが可能となる施

設整備が行われています。 
  ○ 廃棄物対策の推進 
    不法投棄監視体制強化事業や地域廃棄物対策支援事業などを実施し，不法投棄対策

を推進するとともに，産業廃棄物最終処分場高度監視事業により産業廃棄物処分場の

不適正処理の監視などを行っています。 
  ○ 自主的環境活動の支援 
    事業者への環境マネジメントシステム導入促進事業や各種環境学習事業を実施する

など，事業者や県民の自主的取組を促すための廃棄物に関する意識啓発や実践活動を

行っています。 

課税対象 中間処理業者 

最終処分業者

排出事業者 

課税対象

（納税義務者） 

（納税義務者） 

（特別徴収義務者）

（注）１ 経済的インセンティブ：税負担の経済的手法により，廃棄物の排出抑制を図ること。 

   ２ 特別徴収方式：最終処分業者を特別徴収義務者と定め，その特別徴収義務者が排出事業者又は中間処理業者

から税を受け取り，県に申告納入する方式。  

     県 

【産業廃棄物抑制基金】

税収

第３節 産業廃棄物埋立税の導入効果  
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      第１３表 産業廃棄物埋立税活用事業一覧 

区分 事  業  名（Ｈ19～21 年度） 主な効果・実績（Ｈ19～21 年度） 

リ

サ

イ

ク

ル

の

推

進 

・産業廃棄物排出抑制・リサイクル関連研究開発費助成事業

・産業廃棄物排出抑制・リサイクル施設整備費助成事業 

・リサイクル製品使用促進事業 

・循環型社会形成推進機能強化事業 

・びんごエコ団地企業立地支援事業（Ｈ20～） 

・リサイクル産業進出可能性調査事業（Ｈ21） 

・地域エネルギーネットワーク推進事業（Ｈ19～20）

・バイオマスエネルギー利用ネットワーク推進事業（Ｈ19）

・産業廃棄物排出抑制リサイクル研究開発 
 事業化件数１件（※Ｈ１８までに１件あり。） 
・循環型社会形成推進機能強化事業 
 事業化件数２件 
・リサイクル施設整備 
 助成件数６件（整備済の処理能力３．５万ｔ/年）
・県工事における登録リサイクル製品の使用量 
 Ｈ１９～２０：１３３,４１５ｔ 
・びんごエコ団地の造成工事・公募分譲 
 整備５.８ｈａ 分譲２.０ｈａ 

廃

棄

物

対

策

の

推

進 

・廃棄物排出事業者責任強化対策事業（Ｈ20～） 

・瀬戸内海水環境改善検討事業（Ｈ21） 

・公共関与による新規廃棄物処分場整備事業（Ｈ21～） 

・地域廃棄物対策支援事業 

・不法投棄監視体制強化事業 

・産業廃棄物行政情報管理システム整備事業（Ｈ21） 

・産業廃棄物処理情報管理推進事業 

・産業廃棄物処理実態調査事業（Ｈ19～） 

・産業廃棄物最終処分場高度監視事業（Ｈ19～21） 

・ＰＣＢ廃棄物処理促進事業（Ｈ19～） 

・海域環境改善調査事業（Ｈ19～） 

・不法投棄防止パトロール事業（Ｈ20～21） 

・廃棄物処分場緑化等環境整備事業（Ｈ21～） 

・ダイオキシン類等対策事業（Ｈ20） 

・アスベスト対策推進事業（Ｈ19～20） 

・排出事業者適正処理対策事業（Ｈ19） 

・排出事業者講習会の実施 
・優良な産業廃棄物処理業者の育成 
 Ｈ１９～２１：６９件 
・市町への不法投棄対策経費の助成 
・不法投棄対策班（現職警官及び警察官ＯＢ）によ

る不法投棄監視活動等の実施 
・産業廃棄物処理業者の許可，行政処分等の情報管

理システムの整備 
・小型ヘリコプターによる産業廃棄物最終処分場の

高度監視 
・ＰＣＢ廃棄物処理計画の策定及び周知並びに適正

処理の指導 
・車両，船舶及びヘリコプターによる定期的なパト

ロール等による不法投棄等の未然防止の実施 
・公共関与処分場の緑化等の環境整備の実施 
・アスベスト廃棄物処理施設等への立入及び適正処

理の指導の実施 
 

自
主
的
環
境
活
動
の
支
援 

・環境保全活動支援事業（Ｈ21～） 

・事業者への環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ導入促進事業（～Ｈ20）

・県民エコ運動支援事業（Ｈ20） 

・エコ事業所支援事業（Ｈ20） 

・環境学習モデルタウン事業（Ｈ19～Ｈ21） 

・環境基本計画等推進事業（Ｈ20） 

・産学官連携協力推進事業（Ｈ19） 

・環境学習ライブラリー推進事業（Ｈ19） 

・ひろしま地球環境フォーラムと連携した，事業
者・地域・家庭における自主的取組の支援 

・環境学習指導者の育成や環境学習に積極的な市町
に対する支援の実施 

・環境月間行事（「環境の日」ひろしま大会）等の
実施 

・市町による環境基本計画策定を促進 
・エコアクション２１導入に向けた支援事業の実施
・こどもエコクラブの育成 
・大学環境ネットワーク協議会と連携した環境学習

等の実施 

 

 ３ 産業廃棄物埋立税の導入効果 

   全般的に見ると，平成２０年度の産業廃棄物の排出量は，第２次計画の計画目標であ

る排出量１,４５３万トンを下回っており，最終処分量も計画目標は未達成ながら平成 

１７年度実績の６０万ｔを１２％下回っています。 
 

    第１４表 計画目標の達成状況（産業廃棄物） 

平成１７年度 

実  績 

平成２２年度 

計画目標 

平成２０年度 

実  績 
区 分 

 
排 出 量 に

占める割合
 

排 出 量 に

占める割合
 

排 出 量 に 

占める割合 

備 考

排 出 量 1,357 ― 1,453 ― 1,396 ― 達成 

最終処分量 60 4.4％ 47 3.2％ 53 3.8％ 未達成

 

   詳細に解析した結果は，次の（１）から（４）までのとおりです。

単位：万トン 
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 （１）県内処分場における最終処分量の推移 

県内の最終処分場で処分された最終処分量の推移を見ると，税導入により県内処分

場への搬入抑制が図られ，最終処分量は税導入前の概ね半分となったことが分かりま

す。 

    内訳を見ると，税徴収対象外（自社処分場での処分）のものは，税導入前後ともに

ほぼ横ばいで推移しているのに対し，税徴収対象のものは税導入後大幅に減少し，税

導入前の概ね半分となっています。 

なお，導入後，平成１７年度と平成２０年度は，ほぼ同じ傾向にあります。 

 

12.8 10.0 9.2
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0.3

2.2

0.0

20.0

40.0
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自社最終処分量

（２）全国との比較 

    全国的に一番排出量が多い汚泥の埋立処分量について，全国の最終処分量は着実に

減少していますが，広島県では税導入以降急激に減少しており，税導入の影響を受け

ていると考えられます。（汚泥は全業種から排出されるため，各種リサイクル法施行な

どの影響を排除しやすい種類） 

 

             

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

12 13 14 15 16 17 18 19 20 (年度)

(万t/年)
全国

0

10

20

30

40

50

(万t/年)
広島県

全国

広島県

指数 (全国)近似曲線(全国)

 

図２５ 産業廃棄物最終処分量推移 

図２６ 産業廃棄物埋立処分量（汚泥） 



 29

 

（３）産業廃棄物埋立税から見た処分量と生産活動との比較 

    税導入された平成１５年度以降，県内の処分場に最終処分された量は，ほぼ一定で

推移していましたが，平成２０年９月のリーマンショック以降における世界的な景気

悪化の影響により平成２０年度は２割程度減少しています。 

これは，徴税効果により，平成１５年度以降排出抑制効果が継続しているものの，

平成１６年度以降の新たな抑制効果は減少しているためと考えられます。 

 

     図２７ 産業廃棄物埋立税から見た処分量の推移 
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（４）まとめ 

総合的に判断して，平成１７年度以降，急激に最終処分量が減少しているのは，税

導入による効果が高いためと判断されます。 

時間の経過とともに，最終処分量の減少幅が小さくなってきていますが，徴税効果

は継続しており，今後も税など，排出抑制に繋がるなんらかの経済的インセンティブ

が必要と考えられます。 

課税期間が終了するまでに，外部有識者等により税充当事業の効果について検証す

るとともに，税制度のあり方について検討する必要があると考えられます。 


